賃金規程

株式会社●●●●
201●年●●月●●日施行

第１章　総　則
（適用範囲）
第１条　この規程は、就業規則第●●条に定めるところにより、従業員の賃金および賞与について定める。

（賃金の区分
）

第２条　賃金の区分は、次のとおりとする。

　　　　　　　　　　基本給
　　　　　　　　　　職務手当

　　　賃金　　　　　住宅手当

　　　　　　　　　　管理職手当

通勤手当　　　
　　　　　　　　　　時間外手当　　　時間外勤務手当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　休日勤務手当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　深夜勤務手当
（支払形態）

第３条　賃金は日給月給制とし、欠勤、遅刻、早退、私用外出等によって就業しない日及び時間については控除する。但し、管理監督者については、完全月給制とする
。

（計算期間および支払日）

第４条　賃金の計算期間は、前月●●日から当月●●日までとし、当月２５日に支払う。但し、支払日が休日にあたるときは、その前日に支払う
。
（支払方法）

第５条　賃金は本人が指定した本人名義の預貯金口座へ振り込むことによって支払う。

（賃金控除）

第６条　賃金の支払に際して、次の金額を控除する。

　　１　法定控除（所得税、地方税、雇用保険料、厚生年金保険料、健康・介護保険料）

　　２　会社と従業員代表との労使協定により定めたもの

（非常時払い）

第７条　従業員又は従業員の収入によって生計を維持する者の結婚、出産、疾病、災害その他会社が特に必要と認めた非常の場合には、従業員の請求に基づき、既往の勤務に対する賃金を支払う。

第２章　基本給

（基本給）
第８条　基本給は、本人の役割、職責、職務遂行能力、経験、会社の業績等に基づき、各人ごとに決定する。

第３章　手　当

（職務手当）
第９条　職務手当は、本人の技能水準に応じて支払う。
（住宅手当）

第10条　住宅手当は、本人の賃貸家賃額及び住宅ローン額（世帯で負担している分を含む）に応じて以下の区分により支払う。家賃負担に関する個別の事情がある場合は会社は協議に応じることがある。
　　　　　　負担額　５０，０００円以上　１００，０００円未満　　２５，０００円

　　　　　　　　　　１００，０００円以上　　　　　　　　　　　　３０，０００円

　　　　　　　　　　親と同居の場合　　　　　　　　　　　　　　　１５，０００円

（管理職手当）

第11条　管理職の地位にあるものに対して、その職責に応じて支払う。管理職手当を支給するもののうち、労働基準法第41条の管理監督者に該当する者は割増賃金の支払い対象とはならない（深夜手当を除く）。

（通勤手当）

第12条　通勤手当は、電車、バス等の公共交通機関を利用して通勤する者に対しては、会社が認める合理的な経路により計算した定期券代等の実費を支給する。
②　自動車で通勤する者に対しては、通勤に要するガソリン代の実費相当額を計算のうえ支給する。自転車で通勤する者に対しては、２キロ以上の通勤距離のものに限定し月額●●円を支給する。

③　通勤手当は、会社が認めた日の属する賃金計算期間の翌月から支給を開始し、支給事由の消滅した日の属する翌月から支給を停止する
。

（時間外勤務手当）

第13条　法定時間外に勤務した場合は、勤務した時間数に応じて、次の式で算出した時間外勤務手当を支給する。
　　　基本給＋職務手当＋管理職手当（一部の者を除く）
　　１ヵ月平均所定就業時間数（年間所定就業時間数÷12）

（休日勤務手当）

第14条　法定休日に勤務した時間数に応じて、次の式で算出した休日出勤手当を支給する。
　　　基本給＋職務手当＋管理職手当（一部の者を除く）
　　１ヵ月平均所定就業時間数（年間所定就業時間数÷12）

②　法定外休日に勤務した場合で、法定時間外勤務に該当する場合は、前条の式で算出した時間外勤務手当を支給する。

（深夜勤務手当）

第15条　深夜（22時から５時まで）において勤務した場合は、深夜勤務した時間数に応じて、次の式で算出した深夜勤務手当を支給する。

②　時間外勤務、休日勤務が深夜勤務時間に重なるときは、深夜勤務手当を併給する。

　　　基本給＋職務手当＋管理職手当（一部の者を除く）
　　１ヵ月平均所定就業時間数（年間所定就業時間数÷12）

（固定残業制
）
第16条　現場作業員については、事業場外の労働であり、日によって就労時間が変動し、かつ、移動時間の長い等の事情を考慮し、第13条の時間外勤務手当を固定残業代として支払うこととする。

②　前項の固定残業代は、当面、１ヵ月当たり４５時間分の時間外勤務に対する残業代として支払う。
③　前項の場合、固定残業代として支払われた額を超えて、時間外勤務が発生した場合は、別途その差額を支給する。それとは別に休日労働、深夜労働が発生した場合はそれぞれ休日労働手当、深夜勤務手当を支払う。
第４章　昇給・降給等

（賃金の改定）
第17条　基本給、諸手当の改定は、原則として毎年４月に行う。但し、会社業績の著しい低下その他やむを得ない事由がある場合には、改定の時期を変更し、または改定を行わないことがある。

（昇給・降給）

第18条　基本給の昇給及び降給は、過去１年間の職務能力の伸張度、業績の評価、勤務態度等を考慮して各人ごとに行う。
②　前項のほか特別の必要のある場合は、臨時に賃金改定を行うことがある。

第５章　不就業の取扱い

（欠勤、遅刻等の控除）
第19条　日給月給者が欠勤、遅刻、早退または私用外出した場合は、次の区分により取り扱う。
　　１　欠勤のとき

　　　　　基本給および手当（通勤手当及び●●手当を除く）を、欠勤日数に応じて日割計算により控除する。

　　２　遅刻、早退、私用外出のとき

　　　　　基本給および手当（通勤手当及び●●手当を除く）を、不就業時間に応じて時間割計算により控除する。但し、不就業時間の計算は、当該賃金計算期間の末日において合計し、30分未満は切り捨てる。

②　前項にかかわらず、次の場合は減額しない。

　　１　業務上の傷病による遅刻、早退、途中外出したとき

　　２　天災事変、その他不可抗力の事由により遅刻したとき

　　３　その他会社が認めたとき

（途中採用・退職者の取扱い）

第20条　賃金計算期間の途中で採用された者および退職した者については、基本給および手当（通勤手当を除く）を勤務日数に応じて日割計算により支給する。

（休業手当）

第21条　従業員が会社の責に帰すべき事由により休業した場合は、休業１日につき平均賃金の６割を支給する。

第６章　賞与
（賞与
）
第22条　会社は、算定期間ごとに、会社ならびに従業員各人の業績に応じて、従業員に賞与を支給します。ただし、会社の業績が極めて悪く、支払能力がないと判断した場合には、支給しないことがあります。
（賞与の種類及び算定期間）

第23条　賞与の種類および算定期間ならびに支払時期は、次のとおりです。

	種類
	算定期間
	支払時期

	夏季賞与
	前年12月1日～当年５月31日
	７月

	冬季賞与
	当年６月１日～当年11月30日
	12月


（賞与の支給対象者及び中途入社者）

第24条　賞与の支給対象者は、原則として、前条に定める算定期間のうち２ヵ月以上通常に勤務し、かつ支給日に在籍している従業員とします。ただし、次に掲げる者については、その資格を有しないものとします。
１．勤務成績不良の者
２．休職中の者

３．その他賞与を支給することが不適当と認められる者

②  賞与算定期間中に欠勤、自己の都合による休職等のため通常に勤務しなかった期間がある場合には、勤務しなかった期間分に相当する額を控除します。
第７章　退　職　金

（退職金
）

第25条　従業員が退職するときは、原則として、退職金を支払う。退職金に関しては別に定める退職金規程による。
第８章　附　則
この賃金規程は、２０１●年●●月●●日から施行する。

家族手当を設ける場合


第●条　扶養家族を有する者に、次の区分により家族手当を支給する。


1．配偶者　●●円


2．18歳未満の子の第１・２子　●●円　第３子以降●●円





この規定では、いずれも「法定時間外」に勤務した場合、「法定休日」に勤務した場合としている。したがって、法定労働時間内の労働は割増の対象とせず、法定休日（週１日又は４週４日の休日）以外の休日労働は割増の対象としないこととなる。


これに対して、「所定時間外」「所定休日」を割増の対象とすると、就業規則に定めた時間を超えた時間及び休日労働はすべて割増賃金の対象となる。





×1.25×時間外勤務時間数





×1.35×休日勤務時間数





×0.25×深夜勤務時間数








�各手当を作るかどうか、その種類などは全く任意


他に、皆勤手当、営業手当などを支給している例もある


�日給月給制とは、欠勤、遅刻等不就労日・不就労時間は控除するもの。完全月給制（固定月給制）は欠勤等による控除がない固定した月給制度のこと。


また、歩合給（一定の実績ごとに支給する給与）を採用することもできる。


�「当月１日から当月末日までとし、翌月●●日に支払う」という方式もある


�法定控除以外に控除する場合は、必ず労使協定を締結し、それを就業規則に添付する必要がある


�住宅負担額に応じて支給額を設定すること（負担額×●●％でもよい）。一律●●●円とすると、割増賃金の計算単価に算入しなければならないので要注意


�通勤手当の支給の有無及び支給額は任意の規定なので、自由に決めてかまいません。


�固定残業制を導入する場合は、条件として、①固定残業により支払う時間外手当が何時間分なのかを明確にする（第２項）、②それを超えた時間外が現実に発生した場合は差額を支給する（第３項）が必要となる。


�賞与の支払いは任意なので、規定を設けずともよい。こうした規定を設ければ原則として支給しなければならなくなる。


場合によっては、「会社のならびに従業員各人の業績によって、賞与を支給することがある」という規定の仕方にして、その時々の状況によって支給の有無を判断するとしてもかまわない。


�退職金も任意の規定なので規定せずともかまわない。この規定は支給する規定となっている。


退職金規程は、別途サンプルを参照。
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